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韓国の憲法裁判所
宋 台植
1　憲法裁判の意義および制度
　憲法は，国家の統治機構，国民の基本権，そして国政の指導原理や目標等
を規定し，それは国家の根本法であり，最高法規である。それゆえ憲法は，
安定性・永続性を要し，他の一般法律より慎重かつ厳重な特別の改正手続き
を必要としている。今日，大多数の成文憲法国家は，このような硬性憲法を
採用している。しかし憲法は根本法として抽象的・一般的規定が多く，その
詳細な規定は法律に委ねている。だがその具体化に際し，立法機関としての
議会は激しい政治的対立の場となる場合が多く，そのような状況の中で制定
された法律が必らずしも憲法に適合するとは限らず，また法律の執行に際し
ても，その執行機関のとった措置が全て合憲的という保障はない。もし議会
で実質的に憲法改正にひとしい内容の法律や憲法違反の疑いのある法律を制
定し，また国家機関によって違憲の疑いのある措置がとられた場合，それら
が憲法に適合するのかどうかを判断する手段方法がないとすれば，そのよう
な違憲の疑いのある措置は有効な法律または措置としてひとり歩きしてしま
う。それは，法律制定による憲法改正を意味し，最高法規として，慎重かつ
厳重な特別の手続きによらなければ安易に改正できないとする硬性憲法の意
味はなくなり，その結果，内容的に憲法と矛盾する法律が効力をもつように
なり，法律制定によって憲法は破壊され，最高法規としての憲法の地位と価
値は低下し，国民の基本権は著しく侵害される。そこで，そのような事態を
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防ぐための手段方法としてできたのが憲法裁判制度であり（D，今日，大多数
の国家は憲法裁判を制度化している（2）。
　憲法裁判は，狭義には議会で制定された法律が憲法に適合するのかどうか
を審査し，それが違憲と判断された場合，その法律の効果を喪失せしめ，ま
たはその適用を拒否し（違憲立法審査権または法令審査権），広義にはこの
違憲立法審査権の外，弾効訴訟，政党解散訴訟，機関権限争議審判，憲法訴
願審判等に関する裁判の総称である。イギリスのような不文の軟性憲法主義
国家においては憲法と法律の間に形式的区別はなく，従って憲法裁判の論議
が生ずる余地はないが，成文の硬性憲法をもち，理念的に憲法の最高法規性
を前提とする国家においては，憲法裁判は，憲法保障の手段であるばかりで
なく，立法権，行政権，統治権，司法権等によって憲法的価値秩序が侵害さ
れることを予防もしくは補完する最も強力な制度的手段であり，憲法裁判の
もつ意義，真に大である。憲法裁判制度が「法治国家の月桂冠」を意味する
というのも，憲法裁判のもつ重要性と実効性からすれば，その通りであろう。
　憲法裁判は憲法の法的保障手段である。憲法保障の方法としては，この法
的保障の外，国家権力作用に係わる者に対し憲法を遵守するよう倫理的義務
を負わせる倫理的保障，マス・メディア等による表現の自由を背景とした社
会的圧力によって憲法の遵守を保障しようとする社会的保障，国会解散・選
挙，内閣不信任等政治的手段により違憲行為の貢任を追及することによって
憲法を守らせようとする政治的保障および実定法を越える自然法の存在を認
める立場から超法的保障等がある。しかし憲法の保障を強力かつ確実にする
ものは法的保障であり，そしてその最も有効な手段として，司法裁判所型と
憲法裁判所型の2方式がある（3）。
　その1，司法裁判所型は司法審査制といい，通常の裁判所が具体的な訴訟
事件を前提として，その適用法令が憲法に適合するのかどうかを審査し，そ
れが違憲であると判断された場合，その法令の効力を喪失せしめ，またはそ
の適用を拒否する，違憲法律審査制度である。この司法審査制度は具体的規
範統制を主とし，具体的事件の解決に付随して行われる事後的審査であるこ
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とが特色である。
　司法審査制度が最初に成立した国はアメリカである。アメリカ合衆国憲法
は違憲法律審査について特に規定しているわけではないが，1803年，マーベ
リー対マディソン（Marbury　V．Mardison）事件のマーシャル（Marshal1）
判決以来（4），判例上，確立した制度である。アメリカで成生・発展したこと
からアメリカ方式ともいわれるが，今日，この制度は，判例法ではなく，憲
法上，違憲審査制度として認められ，ラテン・アメリカの国々やイギリス連
邦諸国で多く採用されており，日本国憲法における現行制度は，アメリカの
判例法から倣ったものであり，このアメリカ方式の司法審査制度に属する。
　その2，憲法裁判所型は憲法問題を特別視する思想に立脚し，憲法秩序維
持に重点をおき，通常の裁判所ではなく特別な国家機構，すなわち憲法裁判
所（または憲法委員会）を設置して，それに違憲審査を委ねる制度である。
この制度は憲法保障それ自体を目的とし，具体的規範統制を行うが，具体的
訴訟事件が存在しなくても，法律の違憲性の判断ができる抽象的規範統制や
事前的・予防的審査も可能であるという点が特色である。従って憲法裁判所
が正常に機能したとき，それは憲法秩序維持に，大変，効果的である。
　この憲法裁判所制度は，1860年代，オーストリアで胎動し，1920年の憲法
で通常裁判所での違憲審査を禁じ，憲法裁判所を設置，違憲審査をするよう
にしたが，問もなく廃止となった。しかし1945年，オーストリアは憲法裁判
所制度を復活させた。この制度は，のちにドイツ連邦共和国基本法によって
採用され，確固のものとなった。この制度はイタリー等ヨーロッパ諸国に多
く見られ，一般に大陸型またはドイツ方式といわれ，韓国の現行憲法はこの
憲法裁判所制度を採っている。
　（注）
（1）　もっとも異見がないわけではない。国民主権国家において，国民に対し責任を負わ
　ない裁判官が，国民に対し責任を負い主権者の意見の表現として議会で制定した法律
　を否認することは，民主主義の原理に反するのではないか，また三権分立を原則とす
　る民主主義国家において，司法権の優位もしくは司法の専断を招くのではないか，あ
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　　るいは司法の政治化現象をもたらすのではないか等の疑問が提起され，司法自制の有
　力な論拠となっている。勿論，それら論拠のもつ意義を無視するわけではないが，し
　かし違憲立法審査権は，立法権者の恣意を抑制し，国家の法秩序統一に寄与し，憲法
　保障と国民の基本権を保護し，権力分立制における権力の「抑制」と「均衡」へと作
　用するのであって，民主主義と矛盾するものではない。
（2）　憲法裁判制度については優れた論著が多いが，特に下記の論著から多くの教示を得
　た。金哲沫・違憲法律審査制度論（1983年，学研社），同・「具体的」違憲審査権
　　（1969年1月，考試界），李煙勇・大法官選挙制度と憲法裁判所制度（1960年6月，
　考試界），朴一慶・わが国憲法裁判所の権限を論ずる（1960年8月，考試界），韓東
　曼・法院の違憲法律審査権（1963年6月，考試界），権寧星・違憲法律審査制（1967
　年2月，考試界），丘乗朔・憲法訴訟（1975年12月，考試界），同・憲法訴訟類型の
　法理（1984年11月，考試研究），許営・憲法裁判論考（1985年4月，考試研究），李
　時潤・憲法裁判と立法統制（1991年8月，考試研究），清宮四郎・権力分立制の研究
　　（1950年，有斐閣），高柳賢三・司法権の優位〔増訂版〕（1958年，有斐閣〉，井上
　茂・司法権の理論（1960年，有斐閣），芦部信喜・違憲立法審査権（1960年，清宮四
　郎編新法律学演習講座，憲法∬，青林書院），同・司法審査制の理念と機能（1965年，
　現代法3，岩波書店），覚道豊治・憲法裁判制の理念と機能（1965年，現代法3，岩
　波書店），酒井吉栄・ジョン・マーシャルの憲法思想研究序説（1966年，愛知大学20
　周年記念論文集），同・マーブリー対マディスン事件の研究（1967－8年，愛知大学
　法経論集法律篇第55号，第56号）。
（3）通常の裁判所に司法審査権を認めるが，その判決に対する最終的な違憲決定権は憲
　法裁判所に与えるという混合型ないしは折衷型もある。第3型ともいう。
（4）1800年の選挙で勝利したジェファソン（Thomas　Jefferson）が1801年3月，アメリ
　　カ合衆国第3代大統領に就任することになったが，ジョン・アダムズ（John　Adams）
　大統領は政権交代に先き立って多くの自派の判事を指命した。マーベリーもコロンビ
　　ア特別区治安判事に任命され，上院の承認まで経ていたが，辞令交付をされないまま，
　政権交代となった。マーベリー外3名は，新内閣のマーディソン国務長官を相手とり，
　辞令交付を強制する職務執行令発給請求の訴えを合衆国最高裁判所に提起した。これ
　　に対し1803年，最高裁判所長官のジョン・マーシャル（John　Marshal1）は，原告ら
　　は辞令交付を要求できる権利を有し，一般論として職務執行令状を発給すべきである。
　　しかし法律が憲法と対立すれば，裁判所は憲法を尊重し，憲法によって事件を処理し
　　なければならない。本件の訴えは，裁判法によって最高裁判所を始審として提起され
　　たものであり，その規定は合衆国憲法が最高裁判所に認めた始審権限の範囲をいつだ
　つしたものであるから違憲であり，無効である。従って最高裁判所には職務執行令状
　　を発給する権限がないと判決した。アメリカの司法審査制は，この判決を出発点とし
　　て確立した。
一72
韓国の憲法裁判所
豆　韓国における憲法裁判制度の変遷
　韓国は，1948年，憲法制定以来，1987年の現行憲法までの僅か40年の間に，
9回の改正が行われた。それは，主として政治権力の掌握方法や手続その
維持のための政府形態をめぐるものであったが，憲法裁判制度にも多くの変
遷をもたらした。すなわち第1共和国憲法（制憲憲法〉では，違憲法律審査
機関として憲法委員会が設けられ，第2共和国憲法では憲法裁判所の設置が
規定されたが第3共和国憲法では，アメリ万方式の法院（通常の裁判所）
に違憲審査権を与える司法審査制度を採用した。しかしそれが第4共和国憲
法では，ドイツ方式の憲法委員会制度に戻り，第5共和国憲法も第4共和国
憲法と同じく，憲法委員会制度を踏襲した。そして第6共和国の憲法も，司
法審査制ではなく，憲法裁判所制度を導入している。
　1．第1共和国の憲法委員会
　　　　（1948．7．17～1960．1L29）
　第1共和国憲法第81条第2項は，「法律が憲法に違反するのかどうかが裁
判の前提となるときには，法院は憲法委員会に提請し，その決定により裁判
する」と規定し，違憲法律審査権を通常の裁判所ではなく，憲法委員会に付
与した。
　憲法委員会の構成は，副大統領を委員長とし，大法官5人と国会議員5人
で構成し〔1）（同第3項），委員の任期は，大法官である委員は4年，国会議
員である委員は議員任期中であるが，国会議員や大法官を退任したときは，
当然退任することになっている（憲法委員会法第6条）。憲法委員会の特色
は，その構成を立法，行政，司法の3府を共同関与せしめ，一種の政治的調
停機関の役割も果すようにしたことである。立法と司法を同数にしたのは，
立法権と司法権のそのどちらにもかたよらない公正な決定を得るためである。
　憲法委員会は，「法院の提請を受理した後20日以内に開く」（法第16条）
非常設機関であり，抽象的規範統制権はなく，具体的規範統制権のみ行使す
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る審査機関である。憲法委員会の類型は，具体的規範統制権のみもつという
点でアメリカ方式の制度と似ているが，制度上，憲法委員会が通常の裁判所
と独立した特別の機関である点からして，それはドイッ方式と解すべきであ
ろう。違憲審査の対象は法律に限られ，命令，規則と処分については法院
（通常の裁判所〉が行った（憲法第81条第1項〉。
　憲法委員会は存続期間中，7件の違憲法律審査を行った（2⑥。その内容は，
①帰属財産処理法第35条，合憲決定，②農地改革法第18条第1項後段および
第24条第1項後段，違憲決定，③非常事態下の犯罪処罰に関する特別措置第
9条，違憲決定，④南朝鮮過渡政府行政命令第9号，合憲決定，⑤戒厳法第
13条，合憲決定，⑥法律第120号，合憲決定となっている。
　第1共和国の憲法委員会は10年余り存続したが，その問，2件の違憲決定
を含め僅か7件の違憲法律審査に止まり，国民の期待とうらはらの低調ぶり
であった。しかし憲法委員会は，その存在を誇示し，法律解釈の原理を一般
に公表し，違憲立法は矯正されるという観念を国民に周知させ，国家機関に
牽制作用を与えた点は評価すべきである。
　2．第2共和国の憲法裁判所
　　　　（1960．11．29～1961．12．26）
　4・19学生革命により12年間続いた李承晩政権は崩壊し，第2共和国が成
立した。
　国民の間では，第1共和国の憲法委員会の消極的な運営に懐疑的で，司法
審査制導入の意見も一部ではあった。しかしそうかといって違憲法律審査権
を法院に付与すれば，司法が政治化するおそれがあるとして，結局，執権者
の憲法乱用とその違反から憲法秩序を守り，国民の基本権を徹底的に保障す
るため，1960年の第2共和国憲法は，常設の憲法裁判所制度を導入した（4）。
すなわち憲法第83条の3は，憲法裁判所は，次の各号の事項を管掌する。1．
法律の違憲審査，2．憲法に関する最終的解釈，3．国家機関問の権限争議，4．
政党の解散，5．弾劾裁判，6．大統領，大法院長と大法官の選挙に関する訴訟。
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　憲法裁判所は，大統領，大法院，参議院が各3人ずつ選出する審判官9人
で構成する。民議院を選出から除外したのは，民議院の党派性を考慮して，
政治的中立性を保障するためである。審判官の任期は6年だが，2年毎に3
人ずつ選任し，政党に加入したり，または政治に関与してはならない（憲法
第83条の4）。憲法裁判所の長は審判官の中から互選し（憲法裁判所法第5
条第2項），審判官は法官の資格を有するものでなければならない（法第2
条）。
　憲法裁判所は具体的規範統制と抽象的規範統制権を有し，違憲判決があれ
ば，判決のあったその日から当該法条は無効となり，刑罰に関する条項は，
遡及してその効力を失う。また憲法裁判所の判決は，法院，その他国家機関
および地方自治団体を拘束する。このように第2共和国憲法における憲法裁
判制度は，強力な統制による憲法保障の努力であり，その意義は大きく，高
く評価されるべきものである。国民の憲法裁判所に対する期待も大きかった。
　しかし4・19後の立法過程において，遡及立法による公民権制限と遡及処
罰を可能にしたことに対し，のちに憲法裁判所での4・19革命立法の合憲性
が争われるのをおそれ，憲法裁判所の構成を遅々とおくらせ，1961年4月17
日，ようやく憲法裁判所法が制定されるにいだった（5）。
　ところがその1ヵ月後の5月16日，軍事革命が起き，革命政府は憲法裁判
所による多くの軍事革命立法の違憲審査をきらい，国家再建非常措置法付則
第5項によって憲法裁判所法の効力を停止し，更に1962年12月26日の第3共
和国憲法は司法審査制を導入，憲法裁判所の根拠条項をなくし，1964年12月
30日，憲法裁判所廃止に関する法律を制定，遂にほうむってしまった。第2
共和国の憲法裁判所は憲法保障機関として，そして国民の基本権保障機関と
して，国民の大きな期待の中で導入されたが，結局構成されることなく，日
の目をみることができなかった。
3．第3共和国の司法審査制
　　　（1962．12．26～1972．12．27）
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　5・16軍事革命によって政権の座についた軍事革命政府は，1962年12月26
日，憲法を全面改定し，従来，憲法裁判所に委ねて来た違憲法律審査権を大
法院（通常の裁判所）に付与し，具体的規範統制に限定するアメリカ方式の
司法審査制を導入した。勿論，これに対し異見がなかったわけでぱない。と
いうのもこの司法審査制は，法官に対する高度の信頼，人権尊重思想，市民
の遵法精神等司法権優位の社会的・歴史的背景や法思想を基盤にして確立し
た制度であり，そのような社会的・歴史的基盤が形成されていない韓国では，
大法院が果して憲法保障機関としての役割を果せるかどうか疑問視する意見
が多く，憲法審議過程において，専門委員会では憲法裁判所の存置論が多数
を占めた（6）。しかしそれが審議委員会で一転し，司法審査制となった。それ
には，憲法裁判所の存在をきらい，その廃止措置をとって来た政府の意思が
仇いたことは想像に難くない。結局，憲法は第102条第1項で「法律が憲法
に違反するかどうかが裁判の前提となるときは，大法院はこれを最終的に審
査する権限を有する」と規定したのである。
　第3共和国憲法がこの制度を採用した理由は，一般に「第1共和国憲法と
第2共和国憲法の憲法裁判機構に対する懐疑7）」と「アメリカで成功的に実
施されている制度を採択した（8）」といわれているが，しかしその真の理由は，
憲法裁判所で軍事革命立法の違憲性が問われるのをおそれたからであろう。
　このように従来と異なった司法審査制を導入したことにより，憲法の解釈
や運用上，幾つかの問題が提起された。
　①違憲審査権の主体　違憲審査権の主体が大法院に限定されるのか，それ
とも各級法院，すなわち下級法院にもおよぶのかの問題である。これは憲法
規定のあいまいさに起因するが，通説は大法院ばかりでなく各級法院も主体
たりうると解している。また通説の見解に立脚して，当時，地方法院でも違
憲審査権を行使していた（9）。これに対し少数説は違憲審査権と違憲決定権を
区別し，各級法院は第1次的に審査した後，それが合憲であればそのまま判
決すればよく，もし違憲という心証が濃くなれば大法院に提請してその判決
をまって裁判すべきだとする（lo）。すなわち各級法院は合憲判決はできるが違
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憲判決は許されず，ただ違憲審査提請権のみもつものと解する。
　しかし憲法上，違憲審査権を大法院に限定し，各級法院の違憲審査権を否
定するという根拠はどこにも見当たらず，憲法が「大法院はこれを最終的に
審査する」としているのは，それはむしろ各級法院の審査権を前提としたも
きと解するのが自然であろ。また訴訟の迅速と経済性からも通説が妥当と思
われる。勿論，最終的審査権が大法院に帰属することはいうまでもない。
　②大統領緊急命令　憲法第73条第1項の大統領緊急財政経済命令および第
2項の緊急命令が第102条第1項の「法律」に含まれるのかどうかの問題が
提起された。緊急命令は形式的意味における法律ではなく，一定の要件の下
で発せられる大統領の命令である。しかしその効果は法律と同一であり，そ
れが国会の承認を得たときは，これに対する審査は命令としてではなく第102
条第1項の「法律」としての審査であると解すべきだとする川。通説は，緊
急命令が法律と同一な効力をもつことを認めながらも，憲法が第102条第1
項「法律」の外，同条第2項で命令・規則・処分も法院の審査対象になって
いるので両者を区別して論議する実益がないとした。
　確かに憲法規定上は両方を区別して論議する実益はない。しかし立法論的
には両者区別して定義するのも決して無意味ではない。緊急命令が通常の命
令と異なって法律と同一な効力をもつという意味において，法律として審査
すべきである。ちなみに，判例は緊急命令を法律と同様，審査の対象とし
た（12）。
　③条約　条約とは，ひろく国家問の文書による合意をいう。それは，条約
・協約・協定・宣言・覚書・議定書・憲章などの名称の如何を問わず，法律
上の権利・義務を当該国家間に発生せしめるものの総称である。
　この条約が違憲審査の対象になるのかどうかについては，従来より説が分
れている。すなわち否定説は，条約は通常の国内法令とは異って，締結国間
の合意によって成立するという特殊性を有し，高度の政治性をおびた外交問
題である。条約に対する合憲の保障は，条約締結権者である行政府とその承
認権者である国会にある。従ってそれらの判断が条約の合憲性についての最
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終的なものである（13）。また憲法の規定上，条約が通常の国内法令と同列でな
く区別して扱われているのは，条約の特殊性からして審査の対象から除外し
たからだと解する。これに対し肯定説は，条約は憲法によって締結公布され，
それは法律自体ではないが国内法と同一な効力をもつものであり，法律と同
様，違憲審査の対象になる（’4）とし，韓国の判例もこの説に立脚しているq5）。
　確かに，条約は通常の国内法令とは異なる特殊性を有し，また国際法規や
条約の遵守や保障もうたわれている。しかし憲法に違反するものまで遵守し
なければならないということではない。それは国際信義を強調したものであっ
て，それが条約の審査対象から除外を意味するものではない。行政府の条約
締結権も国会の条約承認権も共に憲法によって認められ，その根拠は憲法に
ある。従って条約は憲法の上位ではなく下位に位置し，審査の対象になると
解すべきである。そこで，もし条約が違憲と判断された場合，その効力は国
内法に止め，国際法的には効力が残るが，最終的には条約締結権者をして外
交交渉を通じてその効力を失わせるべきである。
　④統治行為　統治行為とは政治問題ともいい，高度の政治的意味をもつ一
連の国家行為をいう。統治行為はこれに関する明文の規定はなく解釈上認め
られた理論であるが，これらの行為はそれのもつ高度な政治性ゆえに，違憲
審査の対象から除外されるというのである。
　何が「高度な政治性」かについては明確ではないが，一般に，統治行為と
して，国会の議決，選挙の効力，定足数，議事手続，国務総理と国務委員の
任免など行政府の内部事項，外国の国家や政府の承認条約締結など外交上
の問題，栄典授与，一般赦免，国民投票回付などがあげられている。権力の
抑制，均衡の見地から統治行為観念否定論もなくはないが，韓国の学説や判
例はおおむねこれを認めている（16）（17）。
　それでは，果して統治行為なる国家作用は違憲審査の対象から除外される
べきものであろうか。もし，間題が真正な政治的紛争であれば，それは当然，
審査の対象外であり，また，いわゆる統治行為のうち憲法上，明白に立法府
や行政府の裁量や自律権に委ねられている問題も，当然，審査の対象になら
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ない。しかしその外の法律的色彩をおびた国家作用は，憲法第102条によっ
て審査の対象になると解するのが妥当と思われる。国民は人間としての尊厳
と価値を有し，そのために国家は，国民の棊本的人権を最大限に保障する義
務を負っている（憲法第8条〉。当然，司法府も国民の基本権保障に最大限
の努力を払わなければならない。また国民は法律による裁判を受ける権利を
有し（第24条），従って法院は，統治行為を理由に裁判を拒否・回避しては
ならないのである。もし法院が統治行為を理由に裁判を拒否・回避するなら
ば，違憲法律審査制の意義がなくなるばかりでなく，それ自体，憲法違反と
いわざるをえない。
　⑤判決の効力　法院の法律に対する違憲判決の効力に関しては，従来より
一般的効力説と個別的効力説とが分かれている。
　一般的効力説は，違憲判決を受けた法律は当該訴訟事件に適用されないば
かりでなく，一般に法律が無効だとする。この説は，大法院の違憲法律審査
の本質を憲法裁判と解し，もし違憲と判断された法律が当該訴訟事件および
事件当事者にのみ適用が拒否され，当該事件以外の一般には適用されるなら
は，両者の間に著しい不公平が生ずると主張する。これに対し個別的効力説
は，違憲判決を受けた法律は当該訴訟事件にのみ適用を拒否されるに止まり，
一般にその法律は有効だと主張する。この説は，法院の違憲法律審査権の本
質を付随的審査機能と解し，法院の違憲判断に対して，立法府や行政府もそ
の判断を尊重することが期待されるので不公平や不便は避けられると説明す
る。多数説である。
　このように判決の効力について見解が分れているが，第3共和国憲法にお
いては，法院の判決に一般的効力は認め難く，個別的効力説が妥当と解すべ
きであろう。何故ならば，憲法第102条第1項は「裁判の前提となるときは，
大法院はこれを最終的に審査する」と規定し，違憲法律審査権を法院に付与
しているが，これは，法院は司法機関として，具体的規範統制権の行使のみ
認められているからである。
　最終審査機関の大法院は，大法院長と15人の大法院判事で構成され（憲法
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第97条）大法院長は法官推薦会議の提請により，大統領が国会の同意を得て
任命する（憲法第99条）。審査は，大法院長と判事15人の全員合議部で行い，
在籍判事3分の2以上の出席と出席判事3分の2以上の賛成を得なければな
らない（法院組織法第59条）。しかし大法院は，出席過半数で違憲判決がで
きると判決した（18〉。第3共和国の司法審判制度の期間中，大法院は，下級審
で違憲と判決した法条項や当事者が違憲と主張する事案に対し，その殆どを
合憲決定に翻し（19〉，違憲と判示したのは国家賠償法第2条第1項但書と法院
組織法第59条第1項のみであった。
　既に指摘した通り司法審査制度は，それは理論的産物ではなく，歴史的，
社会的背景による法思想的基盤の上に成り立つものである。しかし韓国では
そのような基盤が十分でなく，この制度導入に対しては，はじめから疑問視
するむきもあった。大法院は，統治行為の観念を認め，司法の自己制約理論
に立脚，違憲判決には極めて慎重であった。政治に重大な影響をおよぼす問
題に対し，法院が慎重を期すのは解らなくもないが，行き過ぎた自己制限は，
国民の基本権保障に怠慢であり，学界から厳しい批判があった。下級法院の
若い法官にとっては酷な面もあるが，批判されて当然である。
　4．第4共和国の憲法委員会
　　　　（1973．12．27～1980．10．22）
　維新体制確立のため制定された第4共和国憲法は，国会と政府のいわば共
同責任で制定した法律を法院が左右するのは理論上，矛盾するとして司法審
査制度を廃し，国会・政府・法院の同数の代表者による憲法委員会制度を復
活させ，法律の違憲審査権のほか，弾劾審判権，政党解散権を付与した（憲
法第109条）。このように第4共和国憲法は憲法委員会制度を復活したが，
しかしその内容においては第1共和国憲法における憲法委員会とは大きな相
違がある。すなわち第1共和国の憲法委員会は副大統領を委員長とし，大法
官5名，国会議員5名で構成，法律の違憲審査を行い，決定する，いわば国
会と大法院の政治的調整機関のような役割を果したが，第4共和国の憲法委
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員会は，その構成員が必ずしも立法，司法，行政に所属しなくともよく（憲
法委員会法第3条（20♪），また違憲法律審査権ばかりでなく，弾劾裁判権，政
党解散権をもつ（憲法第109条第1項）憲法保障機関である点が特色である。
　憲法委員会は9人の委員で構成し，大統領が任命する。しかし委員中，3
人は国会で選出された者，3人は大法院長が指名した者を任命しなければな
らない。委員長は委員の中から，大統領が任命する（憲法第109条第2項，
第3項，第4項）。また憲法委員会は常任委員1人をおき（憲法委員会法第
7条），補助機関として事務局を設置する（法第11条）。　　　　、
　憲法委員会は違憲法律審査権，政党解散権および弾劾裁判権を有し，それ
が憲法保障機関であるという点では異論はない。しかしそれが政治的機関で
あるのか，それとも司法機関であるかについては明確でなく，意見が分れた。
すなわち多数説は，憲法委員会は政治的事件を司法的手続に基づいて解決す
るとい意味で政治的司法機関であると解するのに対し，少数説は政治的審判
機関と主張する。しかし憲法委員会法第3条の規定によれば，憲法委員会の
委員の資格を法官に限定せず，更に，大統領・国会議院・大法院長・国務総
理・国務委員・法制処長の職に在った者は委員になれるという点（注20参照）
等からすれば，憲法委員会は，政治的機関としての比重を重視したものと思
われる。
　憲法委員会の違憲決定による法律の効力については憲法の直接的規定はな
いが，憲法委員会法第18条は，違憲と決定された法律または法律の条項は，
その決定のあった日から効力を失う。刑罰に関する条項は遡及してその効力
を失う。また法律の違憲決定は，法院その他国家機関や地方自治団体を拘束p
すると規定しており，憲法委員会の決定は一般的効力をもつものと解される。
　ところで憲法委員会の実際はどうであったかというと，それは実に残念な
結果におわっている。憲法委員会は，法院の提請による法律の違憲審査権，
弾劾決定権，政党解散権をもってはいたが，政党や国民の直接提訴権はなく，
それはいずれも「法院による提請」，「国会の訴追」，「政府の提訴」が前
提となっており，事実，憲法委員会存続期間中，大法院が違憲法律審査を提
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請したこともなければ国会が弾劾訴追をしたこともなく，また政府が政党の
違憲可否を提訴したこともなく，1件の審査もしたことがない。憲法委員会
はひたずら休眠状態を続け，「休眠機関」という不名誉な別名に甘んじてい
た。
　5．第5共和国の憲法委員会
　　　　（1980．10．27～1987．10．29）
　1980年10月27日，全面改正となった第5共和国憲法はその審議過程で，法
律審査は多分に政治判断の性格が強く，憲法委員会に委ねるべきだとする意
見と法官の法解釈には憲法解釈も含まれるとする見解に分れた（2i）が，結局，
第4共和国憲法の憲法委員会制度をそのまま踏襲した。すなわち憲法第112
条は，①憲法委員会は次の事項を審判する。1．法院の提請による違憲の可否，
2．弾劾，3．政党の解散，②憲法委員会は9人の委員で構成し，委員は大統領
が任命する。③第2項の委員のうち，3人は国会で選出する者を，3人は大
法院長が指名する者を任命する。④憲法委員会の委員長は委員の中から大統
領が任命する。
　この第5共和国の憲法委員会も第4共和国の憲法委員会同様，その存続期
問中，1件の審査もすることなく，休眼を続けた。
　（注〉
（1）1952年第1次憲法改正により，国会は2院制となった。従って民議院議員3人，参
　議院議員2人に分けられた。しかし参議院は構成されず，憲法委員会廃止まで民議院
　議員5人がその任に当った。
（2）　大法院行政判例集1（語文閣）参照。
（3）軍政法令第88号に関する提請の件は，憲法委員会がその審議を引きのばしていたと
　ころ，折しも4・19事態もあって，大法院は憲法委員会の判断を待たずに，軍政法令
　第88号を適用しないで“京郷新聞の廃刊処分”を取消した。
（4）　国会図書館編・憲法改正会議録，憲政史資料第5輯，52頁以下で参照。
（5）国会図書館編・憲法改正会議録，憲政史資料第6輯，38頁以下。
（6）金哲沫・違憲法律審査制度論86頁。
（7）金哲沫・韓国憲法史119頁。
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（8）　韓東墜・法院の違憲法律審査権，1963年6月，考試界87頁。
（9）　大法院は，下級法院も法律の違憲審査ができると判示した。1966年12月19日，法律
　新聞参照。これより先，1964年7月16日，ソウル高等法院は，違憲法律審査権は大法
　院に限定されるという判断を示し，強い批判を受けた。
（10）　許営・規範統制に関する現行憲法上の問題点の研究，1969年7－8月，法政参照。
（11）　金哲沫・違憲法律審査制度論96頁。
（12）　1952年9月9日，第1共和国憲法委員会の違憲決定，参照。第1共和国憲法では，
　違憲法律審査権は憲法委員会に属し（第81条第2項），命令の審査権は大法院の管轄
　　（第81条第1項）となっているが，緊急命令の審査は憲法委員会で行った。
　　なお，第4共和国憲法では，大統領の緊急措置は司法審査の対象にならない（第53
　条第4項）と明文規定したが，第5共和国憲法はそのような規定はなく審査の対象に
　なるというのが支配的である。
（13）　たとえば韓東墜・前掲論文89頁。
（14）権寧星・違憲法律審査制，1967年2月考試界63頁。
（15）　ソウル高等法院判決，1964年7月16日。
（16）　大法院裁定，1964年7月21日参照。
（17）　しかしその論拠としては，司法権には権力分立やその他からくる内在的限界がある
　とする内在的制約説や政治問題に対しても司法権は及ぶが，司法権は自制し，政治問
　題に関しては判断を回避するとする司法的自己制約説に立つものが多い。
（18）　1971年6月22日，大法院判決。
（19）　下級法院の違憲判決は，国家賠償法第2条，第3条，第9条，糧穀管理法第16条，
　軍刑法第47条等。また当事者が違憲と主張した事案に対し，反共法第4条第1項の合
　憲性，刑法上の死刑制度の合憲性，強姦罪の客体を女子に限定することへの合憲性，
　国民投票法の合憲性等。
（20）　憲法委員会法第3条は，委員の資格を次のように規定している。
　1．大統領・国会議長・大法院長・国務総理・国務委員・法制処長の職に在った者
　2．20年以上，判事・検事または弁護士の職に在った者
　3．判事・検事または弁護士の資格のある者で20年以上，法院・検察庁・法務部・国
　　防部・法制処・国会事務処または法院行政処で法律事務を専担した者
　4．20年以上，公認された法科大学で法律学助教授以上の職に在った者
（21）　文鴻柱・韓国憲法（1992年，海巌社）601頁。
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　1．憲法裁判所の地位
　第6共和国の現行憲法は第107条第1項で「法律が憲法に違反するのかど
うかが裁判の前提となるときには，法院は憲法裁判所に提請して，その審判
に依って裁判する」と規定している。これは，第4・5共和国憲法における
憲法委員会に対する反省の結果でもあるが，憲法改正過程で，憲法裁判を大
法院に管掌させるべきとする法曹界が中心となって主張する意見と学界・言
論界を中心に憲法裁判所の新設を主張する意見に分れたが，与野党の合意で
憲法裁判所設置規定となった。
　憲法裁判所制度は，かつて，日の目を見ることができなかったが第2共和
国憲法で採用されたことがある。しかし第2共和国の憲法裁判所は抽象的規
範統制が認められ，憲法に関する最終的解釈権，大統領・大法院長と大法官
の選挙に関する訴訟を管掌したのに対し，現行憲法の憲法裁判所はこれらの
権限をもたない反面，新たに憲法訴願制度を導入し，裁判官の資格を法官資
格を有する者に限定した点が特色である。
　憲法裁判所は，憲法上，1．憲法保障機関としての地位，2．最終審判機関と
しての地位，3．最高主権機関としての地位，4．基本権保障機関としての地位
を占める。
　①憲法保障機関としての地位　憲法裁判所は違法律審査権，大統領・国務
総理・国務委員・法官等特殊公職者に対する弾劾審判権，違憲政党に対する
解散権および機蘭争議審判権等を有し，これらは究極的に憲法秩序を維持す
ることを目的とするものである。そのような意味において，憲法裁判所は，
憲法保障機関としての地位を占める。ただ，それが政治的機関であるのか，
それとも司法的機関であるのかは説が分れ，多数説は，憲法裁判所に付与さ
れた諸権限は高度の政治的なものである。それは，一般法院の政治的中立を
維持するためであり，政治的事件を司法的手続きに依って解決するに過ぎな
い。従って，憲法裁判所は政治的司法機関と解する。これに対し少数説は，
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憲法は，憲法裁判所の裁判官は法官の資格を有する者に限定し（第111条第
2項），具体的事件を司法手続きに従って憲法と法律を適用し，審判するの
で司法的機関と主張する。憲法および法律の諸規定から考えれば，司法的憲
法保障機関と解するのが妥当であろう。
　②最終審判機関としての地位　憲法裁判所は，大法院のように包括的な権
限は有しないが，違憲法律審査，政党解散審判，弾劾審判，機関間の権限争
議審判，憲法訴願審判の特定事項に対する審判機関である。その決定に対し
ては，不服・上訴の途はなく，最終的なものである。
　③最高主権行使機関としての地位　憲法裁判所は，法院の提請により法律
が憲法に違反するかどうかを審査し，違憲と判断すれば，当該法律はその日
から効力を失う。その決定は，法院その他国家機関および地方自治体を拘束
する。また大統領，国務総理，国務委員，行政各部の長，憲法裁判所裁判官，
法官，中央選挙管理委員会委員，監査院長，監査委員その他の法律の定める
公務員が職務遂行に際し，憲法や法律に違背したときは国会の弾劾訴追によ
り，それら公務者に対する弾劾審判決定権を有し，政府の提訴による政党解
散決定権，そして機関問権限紛争を審判する。これらはいずれも高度の政治
的審判権であって，国家の最高決定権であり，主権の主要な一内容をなすも
のである。憲法第1条第2項は「大韓民国の主権は国民にあって，すべての
権力は国民から発する」と規定している。憲法裁判所は，選挙による委任機
関ではないが憲法規定による主権行使を委任された代表機関である。従って
憲法裁判所は主権者である国民を代表して主権を行使し，それは最高機関と
しての地位を占める（’）。しかし憲法裁判所は唯一の最高機関ではなく，大統
領，国家機関としての国民と同格の最高機関の一つである。
　④基本権保障機関としての地位　憲法裁判所の憲法保障機関としての機能
は，憲法を守ることにより憲法秩序を維持し，それがすなわち国民の基本的
人権を保障する結果となる。現行憲法はそれに止まらず，憲法訴願制度を導
入することにより，基本権保障機関としての地位を一層，堅固なものにした。
すなわち憲法上保障された国民の基本権が公権力によって侵害された者は，
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その救済を憲法裁判所に憲法訴願審判請求できる。また法院に違憲法律審査
提請を申請したが棄却された場合，当事者は憲法裁判所に直接，憲法訴願審
判を請求できる（法第68条第2項）。
　これらに対し憲法裁判所は，権利救済または違憲法律の審査をしなければ
ならない。国民はこれらの手続によって公権力の不当な作用から基本権をま
もることができる。憲法訴願審判の請求は，行政機関や司法機関による救済
手続がないか，または他の救済がある場合はその手続を経た後でなければな
らない（同条第1項）が，このように憲法裁判所は，基本権保障機関として
の地位を占める。
　2．憲法裁判所の組織
　憲法裁判所は，法官の資格をもつ9人の裁判官で構成し，裁判官は大統領
が任命する。しかしこのうち，3人は国会が選出する者を，また3人は大法
院長が指名する者を任命しなければならない。憲法裁判所の構成を立法府，
司法府，行政府からそれぞれ3人ずつ指名することにしたのは，3府問の調
和と均衡を図るためである。
　裁判官の資格については憲法裁判所法第5条第1項に規定されている。そ
れによると，裁判官は15年以上，次の各号の1に該当する職に在った者で，
40歳以上の者の中から任命する。また次の各号のうち，2以上の職に在った
者の在職期聞はこれを通算する。1．判事・検事・弁護士，2．弁護士の資格の
ある者で，国家機関，国・公営企業体，政府投資機関その他法人で法律に関
する事務に従事した者，3．弁護士の資格のある者で，公認された大学の法律
学助教授以上の職に在った者となっている。
　しかし韓国は，現在，大学教授に弁護士の資格を付与していない。従って
その大半は弁護士の資格をもっていない。これは，事実上，憲法裁判所から
学界を締め出したことになる。憲法裁判所は，国家最高機関の一角を占め，
憲法裁判所におけるその判断は，確固たる憲法観や高度の憲法理論と見識，
法律の素養を要するものである。実務にかたよることなく，関連分野から広
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く人材を求めるべきであろう。ちなみに，日本は大学教授・助教授に判事・
検事・弁護士の資格を付与している（裁判所法第41条，第42条，第44条，検
察庁法第18条，弁護士法第5条）。
　憲法裁判所の長は国会の同意を得て，裁判官の中から大統領が任命し（憲
法第111条第4項，法第12条第2項），裁判官9人のうち，国会選出の2人，
大法院長指名の2人を含めた6人は常任裁判官である（法第13条）。憲法裁
判所の長の待遇と報酬は，大法院長の例に，常任裁判官は大法官の例に準じ，
非常任裁判官は名誉職とする（法第15条）。裁判官の任期は6年で，法律の
定めるところにより連任できる（憲法第112条第1項）。憲法裁判所の長は70
歳，裁判官は65歳が定年である（法第7条第2項）。裁判官は，憲法と法律
に基づいて，良心に従い，独立して審判し（憲法第103条，法第4条），政
党に加入し，もしくは政治に関与してはならない（憲法第112条第2項）。
憲法球判所は常設機関であり（憲法第113条，法第13条），審判定足数は，
裁判官7人以上の出席で事件を審理し，過半数の賛成で決定する。しかし法
律の違憲決定，弾劾の決定，政党解散の決定または憲法訴願に関する容認決
定をするとき，また，従前，憲法裁判所が判示した憲法または法律の解釈適
用に関する意見を変更する場合は，裁判官6人以上の賛成がなければならな
い（憲法第113条第1項，法第23条）。
　また憲法裁判所は，規則で定める数の憲法研究官を置き，憲法研究官は，
憲法裁判所長の命を受けて事件の審理および審判に関する調査・研究に従事
する。憲法研究官は憲法裁判所長が裁判官会議の議決を経て任免されるが，
その資格は，1．判事・検事・弁護士の資格のある者，2．公認された大学の法
律学助教授以上の職に在った者，3．国会・政府または法院等国家機関で4級
以上の公務員として5年以上法律に関する事務に従事した者である（法第19
条）。
　憲法裁判所は，行政事務を処理するため事務処を置き（法第17条），事務
処長は政務職とし，憲法裁判所長の指揮を受けて，事務処の事務を管掌し，
所属公務員を指揮・監督する。事務処長は次官と同等の処遇を受ける（法第
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18条）。
憲法第113条第3項は，憲法裁判所の組織と運営，その他必要な事項を法
律に委ね，それを受けて，1988年8月5日，憲法裁判所法が制定公布された。
9月19日には大統領により憲法裁判所裁判官9人が任命され，韓国初の憲法
裁判所が誕生した。憲法は，憲法問題のすべての審判を憲法裁判所に帰属さ
せ，公権力による基本権侵害に対する直接的な是正・救済を可能ならしめた
ことは，憲政史上大きな意義をもつものである。憲法裁判所は発足3年余の
1992年5月31日現在，次の審判処理現況表で分かるように，1406件の多くの
事案を受付け，精力的にその処理に当たっている。これは従来，予想もでき
なかったことであり，これまで外国の制度を模倣しながら試行錯誤を重ねて
きた韓国の憲法裁判は憲法裁判所制度に定着しつつあることを示すものといっ
てよいだろう。
憲法裁判所組織
全員裁判部（裁判官9人） 憲法裁判所長 裁判官会議（裁判官9人）
秘書室長指定裁判部
〃 、事　務　処　長〃
憲法研究官
〃
公報官
?? 事　務　次　長
〃
非常計画担当官
????????
企画調整室　　　　　　　審判事務局　　　　　　　審判資料局
???????????????????? ??????? ????????
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憲法裁判所審判処理現況
1．処理概況 （’88．9一’92．5．31）
区　　分 受付
処　　　　　　　　　　理 係属中
審判（　）回付計
違憲
認容
憲　法
不合致
一部
違憲
限定
合憲
合憲
棄却 却下 取下 其他
合　　計 14061119 37 2 5 7 290473125180 287
違憲法律
審　　判 243227 17 1 1 5 100 15 88 16
弾劾審判
政党解散
審　　判
権限争議
審　　判 1 1
憲法訴願
審　　判 982712 29 1 4 2 190458 37 270（260）
其他事件 180180 180
2．違憲法律審判事件の類型別処理現況
　　提請主体別現況 （’88．9一’92．5．31）
区　　　　分 受付
処　　　　　　　　　理
係属中
計 違憲 憲　法不合致
一部
違憲
限定
合憲 合憲 却下 取下
計 243227 17 1 1 5 100 15 88 16
法院の職権による提請 101 97 3 2 13 79 4
当事者申請による提請 142 130 14 1 1 5 98 2 9 12
3．違憲法律審判および憲法訴願審判事件の却下事由別現況 （夢88．9一’92．5．31）
区　　　　　　　　分 違憲法律審判事件
憲法訴願
審判事件 計
計 15 458 473
O法律条項改正により実益のない場合 15 15
○他の救済手続を経ていない場合 39 39
（憲法裁判所法第72条第3項第1号前段）、
○法院の裁判に対して請求された場合 24 24
（同第1号後段）
○請求期間が経過した場合　（同第2号） 80 80
○代理人選任がない場合　　（同第3号） 205 205
O其他請求が不適法の場合　（同第4号） 110 110
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　3．憲法裁判所の権限
　（1）　違憲法律審査権
　違憲法律審査権とは，国会が制定した法律が憲法に適合するかどうかを審
査し，もし，それが憲法に適合しない場合はその法律の無効または適用を拒
否する機能をいう。それは憲法裁判作用のうち核心的なものである。
　憲法第107条第1項は「法律が憲法に違反するかどうかが裁判の前提にな
る場合には，法院は，憲法裁判所に提請して，その審判に基づいて裁判する〕
と規定，違憲法律審査権を憲法裁判所に付与している。しかしそれは憲法裁
判所が能動的に審査するのではなく，法院の提請を待って発動されるもので
ある。違憲法律審査権の発動が受動的ではあるが，それは，常に，議会の恣
意的立法作用に対する牽制の役割を果し，憲法を保障するという重要な意義
をもっていることにかわりない。
　ところが，従来，違憲法律審査は，立法権の侵害を意昧し，権力分立の原
理と矛盾するのではないかという問題が提起された。
　確かに，立法権は議会の専属的権限である。しかし憲法自らが規定してい
る例のように，大統領の法律拒否権や内閣の議会解散権等のように，違憲法
律審査は立法権の乱用を牽制し，均衡を保つものであって立法権の侵害には
ならない。しかも憲法第107条第1項による違憲法律審査権は能動的に法律
を審査するのではなく，国民からの訴訟（法院の提請）の提起をまって発動
されるものである。すなわち憲法は，具体的訴訟を前提にした具体的規範統
制を認め，法律の違憲可否を一般的に審査するいわゆる抽象的規範統制や法
律の立法過程またはその効力発生以前に審査する予防的規範統制は認められ
ていない。従ってそれは，立法権の侵害でもなく，また権力分立の原理と矛
盾するものでもない。それは，むしろ抑制と均衡による民主主義の発展に寄
与し，国民主権の原理に合致するものである。
　憲法裁判所の違憲審査の対象は，実質的意味の法律である。従って国会で
制定した形式的意味の法律の外に，法律と同じ効力をもつ大統領緊急命令と
国内法的効力をもつ条約，国際法規も含まれる。審査の結果，それが違憲と
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決定されれば，当該法律または法律条項はその日から効力を失う。しかし刑
罰に関する法律または法律条項は遡及して効力を失う。すでに有罪の確定判
決を受けた者は再審を請求することができる。
　憲法裁判所は，提請された法律または法律条項を審査決定するが，法律条
項の違憲決定により，当該法律全部を施行できないと認められる場合は，そ
の全部に対して違憲の決定をすることができる。法律の違憲決定は，法院そ
の他国家機関および地方自治団体を拘束する（法第45条，第47条）。これを
一般的効力という。
　（2）　弾劾裁判権
　弾劾裁判制度は，一般的な司法手続や懲戒手続では訴追または懲戒が困難
な政府高位職の公務員や裁判官のような地位が保障されている公務員が，職
務上重大な過ちを犯した場合，議会が訴追して民主的に罷免させる制度であ
る。この制度に対する政治的価値に関しては有用論と無用論があるが，この
制度のもつ国民主権の具現，行政府や司法府に対する監視と統制および憲法
保護の機能は軽視できない。従って，今日，この制度は多くの国で採用され
ている。しかしその具体的内容や手続は国によって異なる。たとえば上院で
裁判する国（アメリカ合衆国憲法第1条第3節第6項），弾劾裁判所のよう
な審査機関を設置して審判する国（日本国憲法第64条，国会法第125条）等
あるが，韓国は憲法裁判所に弾劾審判権を付与している。
　憲法裁判所は，主要公務員に対する国会の訴追により弾劾審判を行う。国
会は，在籍議員3分の1以上の発議により在籍議員過半数の賛成で主要公務
員を弾劾訴追するが，大統領に対しては，在籍議員過半数の発議と在籍議員
3分の2以上の賛成を要する。弾劾訴追を受けた者は，憲法裁判所の審判が
あるまでその権限行使は停止され，被請求人が弾劾決定宣告以前に当該公職
から罷免されたときには，憲法裁判所は審判請求を棄却する（憲法第65条，
法第53条）。
　憲法は，職務上「憲法または法律に違背したとき」と規定しており，主要
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公務員の職務上，違憲・違法の有無を判断する意味において刑事裁判的側面
もあるが，弾劾審判の手続および効果は，当該公務員の罷免に止まる。しか
し，弾劾決定により罷免された者は，決定宣告の日から5年を経なければ公
務員になることができない（法第54条第2項）。
　（3〉政党解散審判権
　憲法第8条は，政党の設立は自由であり複数政党制を保障し，法律の定め
るところにより国家の保護を受ける（第1項，第2項）と規定する反面，第
4項では「政党の目的や活動が民主的基本秩序に違背するときには，政府は
憲法裁判所にその解散を提訴することができ，政党は憲法裁判所の審判によっ
て解散される」と規定している。この制度は，民主主義が定着せず激動する
社会秩序下で，憲法と民主主義を保護するためのものといわれ，韓国は，1960
年，第2共和国憲法以来，この制度を採っている。
　いうまでもなく，現代政治は政党政治であり，政党は，国民の政治的意思
形成に多大な影響を及ぼすのも事実である。それ故，民主的政党の保護・育
成は望ましいことである。しかし，民主主義国家においては，本来，政党の
盛衰は国民の意思や世論の動向に左右されるものである。国民の意思による
ことなく政府の介入（提訴〉によって特定政党を解散へ追い込むことは，野
党弾圧の手段になる危険性をはらんでいるばかりでなく，国民の政治的表現
・結社の自由，国政参与権侵害等，それ自体，自由民主主義原理に反するも
のといわなければならない（2）。
　憲法裁判所は，政党解散審判請求が理由あると認めるときには，政党解散
を命ずる決定を宣告する。政党解散決定の執行は，中央選挙管理委員会が政
党法に基づいて行う（法第60条）。政党解散決定は，単純な確認的効力では
なく形成的効力をもつものである。所属議員は議員職を失うと解される。
（4）　権限争議審判権
憲法第111条第1項4号は，「国家機関相互間，国家機関と地方自治団体
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間および地方自治団体相互間の権限争議に関する審判」を規定，この機関問
争議審判権を憲法裁判所に付与している。
　機関間権限争議は，機関相互間に権限の存否または範囲に関して紛争が生
じ，ある機関より他の機関に対し憲法または法律上の権利が侵害されたか，
もしくは顕著な危険のあるときに提訴できる（法第61条）。従ってそれは抽
象的規範統制ではなく，具体的権利保護の利益がある場合に許容される。韓
国は，第2共和国憲法でこの制度を採用したがその後廃止となり，現在の第
6共和国憲法は改めてこれを導入，復活させた。
　これまで憲法裁判所に提起された権限争議審判事件は，1990年，野党の平
民党が法案の，いわゆるナルチギ（抜き打ち）議決に対して提訴した国会議
員と国会議長間の権限争議審判事件があるが，今後，地方自治制度が本格化
すれば，民主・自治意識の高潮に伴い，国家機関と地方自治団体との間に業
務領域をめぐって権限争議の多発が予想される。そのような意味において，
機関相互間の権限と義務を明確にし，相互牽制と均衡を図り，国家機能を円
滑に遂行する機関権限争議の意義は大きいといわなければならない。
　憲法裁判所の権限争議の決定は，争議当時者ばかりでなく，すべての国家
機関と地方自治団体を拘束する（法第67条）。
　（5）　憲法訴願審判権
　憲法第111条第1項5号は，憲法訴願制度を導入し，これを受けて憲法裁
判所法第68条第1項は，「公権力の行使または不行使により，憲法上保障さ
れた基本権を侵害された者は，法院の裁判を除いては，憲法裁判所に憲法訴
願審判を請求することができる」と規定している。
　この憲法訴願制度は，国民の基本権が公権力により侵害されたとき，他の
法的救済手段を尽くしてもなお救済されない場合，その侵害を受けた者が直
接憲法裁判所に提訴する制度である。それは，個人の憲法上の権利保障の核
心をなし，客観的法秩序保障の面からも重要な意義をもつものである。これ
は韓国憲法史上画期的な変化であり，現行憲法の特色の一つである。
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　しかし折角，国民の基本権保障の手段としてこの憲法訴願制度を導入しな
がら，その対象を縮小，特に「法院の裁判」を対象から除いたことについて，
強い批判と疑問が提示されている（3）。
　憲法訴願の対象から「法院の裁判」を除外すべきかどうかについては，憲
法裁判所法制定過程でも論議されたが，積極論は，1．憲法訴願制度を採択し
ている諸外国のうち，その多くが対象としている。2．基本権保障という憲法
訴願制度の本来の趣旨に照らしても，立法・行政作用はその対象としながら，
特に法院の判決のみ除外する合理的理由がない。3．またたとえ法院の確定判
決といえども，それによって基本権が侵害されたならば，これを是正するの
が憲法の精神を守るものである。これに対し消極論は，1．法院の判決を憲法
訴願の対象にすれば，これは実質的に憲法裁判所が超上告審となり，大法院
の最高法院性が崩れる。2．大法院判決に対して憲法訴願を認めることは，大
法院の上に更に上級審を設定するものであり，実質的に4審制化となり，司
法体系に混乱を招くおそれがある。3．乱訴の弊害が大きく，憲法訴願審の遅
延のおそれがあるとして説が分れたが，現行法は消極説を採った。
　しかし国民の基本権侵害は主として行政権による場合が多いが立法権や
司法権もその例外ではない。憲法訴願審判は，憲法裁判所の有権的憲法解釈
により，国民の基本権を保障する制度である。そうであるならば，特に「法
院の裁判を除く」理由はないだろう。「法院の裁判を含める」ことこそ，む
しろ憲法訴願制度の特性である補充性，権利救済の本旨に適うものである。
　また憲法裁判所の憲法訴願審判は，憲法認識機能であり，憲法保護を目的
とする憲法審に限られる。すなわち憲法訴願審判は，憲法に関する最終的な
有権的解釈機関である憲法裁判所をしてその憲法解釈を通して憲法上保障さ
れた基本権を保障することである。それ故，大法院を最高法院とし，3審制
を原則とする事実審や法律審の一般司法作用とは区別される。従って「法院
の裁判」を憲法訴願の対象に含めても4審制化にはならない。また司法体系
の混乱が起きることもない。それにも拘らず「法院の裁判」を憲法訴願の対
象から除外した現行法は，中途半端なものといわなければないない。
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　憲法訴願は，公権力によって基本権が侵害されたとき提起できるが，ここ
にいう公権力とは，立法権，行政権，司法権を含む広義の概念である。従っ
て「法院の裁判を除いて」は，大統領の権限行使や国会の立法作用，行政権
の諸作用はもとより，検察の不起訴処分，公共団体の行為等すべてこれに含
まれる。また憲法裁判所の他の審判事項は，国会，政府，法院または地方自
治団体等がその主体であるが，憲法訴願は，「公権力によって基本権の侵害
を受けた者」が直接，審判請求の主体となる。自然人は勿論，法人，権利能
力なき社団も憲法訴願審判の請求ができる。また外国人も基本権の主体であ
る限り審判請求ができるし，一定の要件を具備した外国法人も請求できる。
また当事者として適格が認められるには，公権力による基本権の侵害が，現
在，直接的に，被害者本人に生じた場合である。その点，憲法訴願は，いわ
ゆる民象訴訟とは区別される。
　憲法訴願は，権利救済型と違憲法律審判型の2種ある。
　権利救済型憲法訴願は，公権力の行使または不行使により憲法上保障され
た基本権を侵害された者が，法院の裁判を除いて，他に救済の方法がない場
合，憲法裁判所に憲法訴願審判を請求することであり（法第68条第1項），
違憲法律審判型憲法訴願は，法律が憲法に違反するかどうかが裁判の前提と
なり，当事者が法院に対してその法律の違憲審判提請を申請したにも拘らず
その申請が棄却された場合，当事者が直接憲法裁判裁判所に憲法訴願を申請
することである（同第2項）。この違憲法律審判型憲法訴願は，基本権の侵
害とは関係なく審判請求できる。
　憲法訴願審判の請求期間は，権利救済型憲法訴願審判の請求は，その事由
があることを知った日から60日以内に，その事由があった日から180日以内
に，他の法律による救済手続を経た憲法訴願はその最終決定の通知を受けた
日から30日以内にしなければならない。また違憲法律審判型憲法訴願審判の
請求は，違憲法律審判提請申請が棄却された日から14日以内に請求しなけれ
ばならない（法第69条）。
　審判の効力は，権利救済型憲法訴願に対する憲法裁判所の認容決定は，す
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べて国家機関と地方自治団体を拘束する。また公権力の不行使に対する憲法
訴願の認容決定をしたときは，被請求人はその決定趣旨に従い，新たな処分
をしなければならない（法第75条第1項，第4項）。違憲法律審判型憲法訴
願に対する憲法裁判所の許容決定は，法院その他国家機関および地方自治団
体を拘束する。違憲決定された法律または法律条項は，その決定の日から効
力を失い，刑罰に関する法律または法律条項は，遡及してその効力を失う。
また当該憲法訴願と関連する訴訟事件が既に確定したときには，当事者は，
民事，刑事，行政等事件の種類を問わず再審請求ができる。再審に対しては，
刑事訴訟法，民事訴訟法の規定を準用する（法第45条，第47条，第75条）。
憲法訴願審判手続の流れ
審判請求書受付
事前
却　下
・裁判官（3人）全員一致決定
・請求人・被請求人に通知
　・審判請求書記載事項確認
　・事件番号付与
　・請求書謄本被請求人に送達
審査　一一一一一…指定裁判部
　・事前救済手続，請求機関，代理人選任等審査
　・審判請求の補正
　・被請求人答弁書提出
審判回付決定
審
請求書受付後30日以内
終局決定
却　下 認
・請求人，被請求人，法務部長官に通知
・書面審理原則（非公開）
　・必要の時弁論（当事者，利害関係人召還・陳述）
・証拠調査（当事者申請または職権〉
・資料提出要求（国家または公共団体）
・評議（非公開）
　　　　　　請求書受付後180日以内
・決定書作成（関与裁判官署名・捺印）
　・決定宣告（公開）
　・決定者正本当時者に送達
　・官報に掲載・公示
理……一……一全員裁判部
容　　　棄　却
　　・全ての機関と地方自治団体拘束
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　（注）
（1）憲法裁判所の最高機関性について，これは憲法裁判のもつ特性に由来する理論的優
　越を意味するにすぎず，憲法裁判所は，憲法が付与した統治権の一部を分轄して行使
　しているに過ぎないとする見解もある（金暎砧・憲法裁判所の憲法訴願審判，1990年，
　4月，考試研究231頁）。
（2）　自由民主主義社会においては困難も伴うが，それはあくまで民主的手段によって解
　決されなければならない。もし反民主的・違法活動があれば，それは刑事法で処理さ
　れるべきである。
（3）　たとえば，許営教授は，「憲法裁判所法第68条第1項から“法院の裁判を除いてば’
　という文字を削除することが憲法訴願制度の本質的特性を生かす途である」とし（同
　・憲法訴願制度の理論とわが制度の問題点，1989年4月，考試研究58頁），梁建教授
　も，憲法訴願の対象から法院の判決を除いたことは，憲法訴願制度の本質を誤解もし
　くは歪曲した所産であると批判し（同・憲法裁判所法，1988年9月，考試界37頁），
　また金明圭教授は，「憲法訴願の核心的対象ともいLうべき法院の裁判等は除外されて
　おり，果して，憲法訴願制度が実質的意味をもつことができるかどうかはなはだ疑問
　といわざるを得ない」（同・憲法訴願の理論，1989年6月，考試界119頁）と指摘し
　ている。
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黄砧呂・違憲法律審査制（86．7．考試界）
梁建・憲法裁判所法（88。9．考試界）
関京植・憲法裁判所の構成と権限（88．9．考試研究）
金明圭・国家機関間の権限争議（88．10。考試界）
　同　・憲法訴願の理論（89．6．考試界）
趙胤新・憲法訴願制度（89．3。考試界）
林永培・違憲法律審査制（89．5．考試研究）
李時潤・憲法訴願審判に関する小考（89．12．考試界）
　同　・韓国の憲法裁判制度と実際（90．4。司法行政）
金暎砧・憲法裁判所の憲法訴願審判（90．4．考試研究）
崔光律・憲法裁判の運営方法（90．5．考試界）
一98一
韓国の憲法裁判所
李石淵・憲法訴願の補充性（90．10．司法行政）
李栄眞・憲法訴願の対象としての命令規則に対する違憲与否審査権権論（91．2．考試界）
　なお，本稿および前稿「韓国憲法の沿革と特色」の資料収集に際しては，韓国憲法裁判
所審判資料局李宰鏑局長とセマウルクンゴ中央教育院黄圭爽院長より多大な協力を得まし
た。記して謝意を表します。
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